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１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 12,811 9.4 1,270 13.5 1,311 13.2

17年９月中間期 11,706 △4.0 1,119 △11.9 1,158 △11.5

18年３月期 27,232 2,638 2,692

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 843 67.1 53 67

17年９月中間期 505 △40.2 32 13

18年３月期 1,415 89 74

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 15,719,800株 17年９月中間期 15,719,800株 18年３月期 15,719,800株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 33,781 26,964 79.8 1,715 32

17年９月中間期 31,907 25,497 79.9 1,621 97

18年３月期 36,417 26,490 72.7 1,684 83

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 15,719,800株 17年９月中間期 15,719,800株 18年３月期 15,719,800株

②期末自己株式数 18年９月中間期     1,200株 17年９月中間期 1,200株 18年３月期     1,200株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 24,500 1,970 1,175

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　74円75銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年３月期 － － － 20.0 － 20.0

19年３月期（実績） － － － － －  

19年３月期（予想） － － － 20.0 － 20.0

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金  5,195,274   3,954,557   6,013,189   

２　受取手形 ※１ 591,209   647,403   505,934   

３　売掛金  10,453,359   13,868,774   13,901,089   

４　有価証券  214,111   148,806   178,415   

５　棚卸資産  2,429,025   2,215,737   2,816,384   

６　その他  356,445   389,540   443,072   

７　貸倒引当金  △1,145   △1,491   △1,498   

流動資産合計   19,238,281 60.3  21,223,328 62.8  23,856,585 65.5

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産           

(1）建物 ※2.3 1,694,568   1,581,869   1,636,915   

(2）機械及び装置 ※2.3 819,058   779,146   822,161   

(3）土地 ※３ 4,286,899   4,317,641   4,317,641   

(4）その他 ※2.3 446,106   527,681   449,452   

有形固定資産合計  7,246,633   7,206,339   7,226,171   

２　無形固定資産 ※３ 77,355   82,816   70,524   

３　投資その他の資産           

(1）投資有価証券  4,137,490   3,994,900   4,099,908   

(2）その他  1,486,995   1,553,181   1,442,685   

(3）貸倒引当金  △1,528   △1,543   △1,526   

(4) 投資損失引当金  △277,247   △277,247   △277,247   

投資その他の資産
合計

 5,345,709   5,269,290   5,263,820   

固定資産合計   12,669,698 39.7  12,558,446 37.2  12,560,515 34.5

資産合計   31,907,980 100.0  33,781,774 100.0  36,417,101 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　支払手形  2,406,068   2,518,095   4,007,959   

２　買掛金  1,546,866   1,655,488   2,853,320   

３　一年内返済予定長期
借入金

※３ 126,000   101,000   126,000   

４　未払法人税等  437,415   459,076   686,899   

５　未払消費税等 ※４ 31,627   105,241   75,916   

６　賞与引当金  337,483   372,204   398,240   

７　その他  638,886   800,276   935,833   

流動負債合計   5,524,346 17.3  6,011,381 17.8  9,084,169 25.0

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 ※３ 186,000   85,000   123,000   

２　退職給付引当金  607,027   617,201   622,030   

３　役員退職慰労引当金  93,500   103,675   97,700   

固定負債合計   886,527 2.8  805,876 2.4  842,730 2.3

負債合計   6,410,874 20.1  6,817,258 20.2  9,926,899 27.3

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   2,015,900 6.3  － －  2,015,900 5.5

Ⅱ　資本剰余金           

１　資本準備金  2,157,140   －   2,157,140   

２　その他資本剰余金  198,277   －   198,277   

資本剰余金合計   2,355,417 7.4  － －  2,355,417 6.5

Ⅲ　利益剰余金           

１　利益準備金  503,975   －   503,975   

２　任意積立金  19,306,600   －   19,306,600   

３　中間（当期）未処分
利益

 1,094,079   －   2,004,673   

利益剰余金合計   20,904,654 65.5  － －  21,815,248 59.9

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  222,142 0.7  － －  304,642 0.8

Ⅴ　自己株式   △1,008 △0.0  － －  △1,008 △0.0

資本合計   25,497,105 79.9  － －  26,490,201 72.7

負債資本合計   31,907,980 100.0  － －  36,417,101 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  － － 2,015,900 6.0  － －

２　資本剰余金   

(1) 資本準備金 － 2,157,140 －  

(2) その他資本剰余

金
－ 198,277 －  

資本剰余金合計 － － 2,355,417 7.0  － －

３　利益剰余金   

(1) 利益準備金 － 503,975 －  

(2) その他利益剰余

金
    

退職手当積立金 － 156,600 －  

別途積立金 － 20,150,000 －  

繰越利益剰余金 － 1,528,943 －  

利益剰余金合計  － － 22,339,518 66.1  － －

４　自己株式  － － △1,008 △0.0  － －

株主資本合計  － － 26,709,828 79.1  － －

Ⅱ　評価・換算差額等       

１　その他有価証券評価

差額金
－ － 254,688 0.7  － －

評価・換算差額等合

計
－ － 254,688 0.7  － －

純資産合計 － － 26,964,516 79.8  － －

負債純資産合計 － － 33,781,774 100.0  － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   11,706,329 100.0  12,811,821 100.0  27,232,479 100.0

Ⅱ　売上原価   9,071,540 77.5  10,160,485 79.3  21,536,772 79.1

売上総利益   2,634,789 22.5  2,651,336 20.7  5,695,707 20.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費   1,515,184 12.9  1,380,981 10.8  3,057,007 11.2

営業利益   1,119,604 9.6  1,270,354 9.9  2,638,700 9.7

Ⅳ　営業外収益 ※１  46,275 0.4  52,193 0.4  86,206 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２  7,636 0.1  11,220 0.1  32,436 0.1

経常利益   1,158,243 9.9  1,311,328 10.2  2,692,470 9.9

Ⅵ　特別利益 ※3,4  274 0.0  13,707 0.1  293 0.0

Ⅶ　特別損失 ※5,6  230,813 2.0  238 0.0  271,039 1.0

税引前中間（当
期）純利益

  927,705 7.9  1,324,797 10.3  2,421,724 8.9

法人税、住民税及
び事業税

 427,608   472,442   1,076,214   

法人税等調整額  △4,941 422,667 3.6 8,689 481,131 3.7 △70,122 1,006,091 3.7

中間（当期）純利
益

  505,037 4.3  843,665 6.6  1,415,632 5.2

前期繰越利益   589,041   －   589,041  

中間（当期）未処
分利益

  1,094,079   －   2,004,673  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
 利益

剰余金
合計退職手当

積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日

残高（千円）
2,015,900 2,157,140 198,277 2,355,417 503,975 156,600 19,150,000 2,004,673 21,815,248 △1,008 26,185,558

中間会計期間中の変

動額

別途積立金の

積立（注）
      1,000,000 △1,000,000 －  －

剰余金の配当

（注）
       △314,396 △314,396  △314,396

役員賞与（注）        △5,000 △5,000  △5,000

中間純利益        843,665 843,665  843,665

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額）

          －

中間会計期間中の

変動額合計（千円）
－ － － － － － 1,000,000 △475,730 524,269 － 524,269

平成18年９月30日

残高（千円）
2,015,900 2,157,140 198,277 2,355,417 503,975 156,600 20,150,000 1,528,943 22,339,518 △1,008 26,709,828

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日

残高（千円）
304,642 304,642 26,490,201

中間会計期間中の

変動額

別途積立金の

積立（注）
  －

剰余金の配当

（注）
  △314,396

役員賞与（注）   △5,000

中間純利益   843,665

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額

（純額）

△49,954 △49,954 △49,954

中間会計期間中の

変動額合計（千円）
△49,954 △49,954 474,314

平成18年９月30日

残高（千円）
254,688 254,688 26,964,516

 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

もとづく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

もとづく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等にもと

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）棚卸資産

製品、仕掛品および原材料

総平均法による原価法

(2）棚卸資産

製品、仕掛品および原材料

同左

(2）棚卸資産

製品、原材料および仕掛品

同左

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　15年・31年～50年

機械及び装置　７年～13年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2)無形固定資産

定額法

なお、主な償却期間は以下のと

おりであります。

ソフトウェア（自社利用）

社内における見込利用可能

期間（５年）

(2)無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し回収不能見込額を計上

しております。

(1)貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2)投資損失引当金

　投資に係る損失に備えるた　め、

当該会社の財政状態及び回収可能

性を勘案して必要額を計上してお

ります。

(2)投資損失引当金

　            同左

(2）投資損失引当金

同左

 (3)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。

(3)賞与引当金

同左

(3)賞与引当金

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 (4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額にもと

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

　 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(4)退職給付引当金

          同左

　

　

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額にもと

づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

　 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

 (5)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規にもとづく中間期末

要支給額を計上しております。

(5)役員退職慰労引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規にもとづく期末要支

給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

   (固定資産の減損に係る会計基準)

  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は

230,257千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

 

――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は26,964,516千円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

   (固定資産の減損に係る会計基準)

  当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号　平成15年10

月31日）を適用しております。これ

により税引前中間純利益は230,257

千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

 

――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１．　　　───── ※１．中間会計期間末日満期手形

　中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれておりま

す。

受取手形　　　　　68,989千円

※１．　　　─────

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　10,396,684千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　10,390,172千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　  10,223,043千円

※３．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

※３．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

※３．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産

建物 122,660千円

機械及び装置 68,247

土地 226,291

有形固定資

産・その他

3,118

無形固定資産 6,110

計 426,427

建物 114,033千円

機械及び装置 57,532

土地 226,291

有形固定資

産・その他

3,019

無形固定資産 6,110

計 406,986

建物 118,183千円

機械及び装置 57,541

土地 226,291

有形固定資

産・その他

3,065

無形固定資産 6,110

計 411,192

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

一年内返済予

定長期借入金
16,000千円

長期借入金 56,000

計 72,000

一年内返済予

定長期借入金
16,000千円

長期借入金 40,000

計 56,000

一年内返済予

定長期借入金
16,000千円

長期借入金 48,000

計 64,000

　すべて工場財団にかかわるも

のであります。

　すべて工場財団にかかわるも

のであります。

　すべて工場財団にかかわるも

のであります。

※４．消費税等の取扱い

　仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺のうえ未払消費税等とし

て表示しております。

※４．消費税等の取扱い

同左

※４．消費税等の取扱い

同左
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．営業外収益のうち主なものは次

のとおりであります。

※１．営業外収益のうち主なものは次

のとおりであります。

※１．営業外収益のうち主なものは次

のとおりであります。

受取利息    4,605千円

受取配当金   12,166

有価証券利息   14,948

受取利息  5,009千円

受取配当金   19,995

有価証券利息 12,153

受取利息 9,191千円

受取配当金 19,958

有価証券利息 27,369

※２．営業外費用のうち主なものは次

のとおりであります。

※２．営業外費用のうち主なものは次

のとおりであります。

※２．営業外費用のうち主なものは次

のとおりであります。

支払利息    2,353千円 支払利息 1,694千円 支払利息  4,411千円

※３．　　　―――――― ※３．特別利益のうち主なものは次の

とおりであります。

※３．　　　――――――

前期損益修正

益
13,699千円

  

※４．　　　―――――― ※４．前期損益修正益は税務調査の指

摘に基づき、過年度に費用処理

を行ったものを資産計上に修正

したものであります。

※４．　　　――――――

※５．特別損失のうち主なものは次の

とおりであります。

※５．　 　―――――― ※５．特別損失のうち主なものは次の

とおりであります。

減損損失 230,257千円 減損損失 230,257千円

 ※６. 減損損失

　当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

長野県

駒ヶ根市
遊休資産 土地 230,257千円

　当社は、事業所単位および遊休

資産にて資産のグルーピングを行っ

ております。

　地価の大幅な下落により、長野

県駒ヶ根市の遊休土地の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（230,257千円）

として特別損失に計上いたしまし

た。

　なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産

鑑定評価額により評価を行ってお

ります。

※６．　 　――――――  ※６. 減損損失

　当事業年度において、当社は以

下の資産について減損損失を計上

しております。

場所 用途 種類 減損損失

長野県

駒ヶ根市
遊休資産 土地 230,257千円

　当社は、事業所単位および遊休

資産にて資産のグルーピングを行っ

ております。

　地価の大幅な下落により、長野

県駒ヶ根市の遊休土地の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（230,257千円）

として特別損失に計上いたしまし

た。

　なお、回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産

鑑定評価額により評価を行ってお

ります。

　７．減価償却実施額 　７．減価償却実施額 　７．減価償却実施額

有形固定資産  193,298千円

無形固定資産 7,941

有形固定資産 182,887千円

無形固定資産 7,025

有形固定資産 398,724千円

無形固定資産 14,834
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（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）

当中間会計期間増加

　　株式数（千株）

当中間会計期間減少

　　株式数（千株）

当中間会計期間末株

式数（千株）

 普通株式 1 － － 1

 　　　　合計 1 － － 1
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および期末残

高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械及び
装置

151,077 51,958 99,118

有形固定
資産その
他

18,752 9,837 8,914

無形固定
資産（ソ
フトウェ
ア）

3,872 1,226 2,646

合計 173,702 63,023 110,679

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械及び
装置

153,597 70,911 82,686

有形固定
資産その
他

24,975 11,394 13,581

無形固定
資産（ソ
フトウェ
ア）

3,872 2,000 1,871

合計 182,445 84,306 98,138

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び
装置

147,627 59,502 88,124

有形固定
資産その
他

24,846 12,228 12,618

無形固定
資産（ソ
フトウェ
ア）

3,872 1,613 2,258

合計 176,346 73,344 103,002

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年内       26,021千円

１年超 86,723

合計 112,744

１年内       26,869千円

１年超 73,993

合計 100,862

１年内       26,285千円

１年超 79,173

合計 105,459

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料   14,938千円

減価償却費相当

額
13,685

支払利息相当額 1,724

支払リース料 15,747千円

減価償却費相当

額
14,381

支払利息相当額 1,636

支払リース料 29,999千円

減価償却費相当

額
27,457

支払利息相当額 3,401

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失は

ありません。

（減損損失について）

　　　　　　　　同左

（減損損失について）

　　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものはありません。

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。 同左 同左
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